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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　提出会社の状況
回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期

会計期間

自2010年
２月１日
至2010年
７月31日

自2011年
２月１日
至2011年
７月31日

自2012年
２月１日
至2012年
７月31日

自2010年
２月１日
至2011年
１月31日

自2011年
２月１日
至2012年
１月31日

売上高（千円） 22,036,29221,819,28222,705,92245,165,78545,841,262

経常利益（千円） 444,667 593,035 823,639 1,985,920 1,851,529

中間（当期）純利益（千円）又は　

中間純損失（千円）（△）
32,417 △252,552 347,495 800,245 278,162

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 3,268,756 3,268,756 3,268,756 3,268,756 3,268,756

発行済株式総数（千株） 17,769 17,769 17,769 17,769 17,769

純資産額（千円） 10,784,14311,122,46611,823,14811,552,30511,653,053

総資産額（千円） 17,483,26719,218,31918,089,11815,613,51217,681,157

１株当たり純資産額（円） 608.39 627.48 667.01 651.73 657.42

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円）又は１株当たり中間（当期）

純損失金額（円）（△）

1.82 △14.24 19.60 45.14 15.69

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 10.00 10.00

自己資本比率（％） 61.7 57.9 65.4 74.0 65.9

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
2,823,153 3,385,189 571,593 2,106,492 2,315,264

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△740,533 △607,015 △535,736 △1,110,759△1,140,430

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△186,802 △179,292 △176,898 △197,152 △179,328

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円）
7,686,680 9,186,740 7,442,382 6,588,623 7,583,103

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

580

[4,662]

574

[4,654]

587

[4,880]

570

[4,685]

559

[4,761]

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平均臨時雇用者数は、各会計期間における平均人員を記載しております。　

４．第45期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当

社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第46期中以降の潜在式

調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、当中間会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　中間財務諸

表等 （1）中間財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

（1）提出会社の状況

 2012年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

オリジン弁当事業 405（4,476）

中華東秀事業 20　（359）

ＦＣ事業 37　　（0）

その他 2　　（0）

全社共通 123 　（45）

合計 587（4,880）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

（2）労働組合の状況

１．結成年月日　　2002年３月16日

２．名称　　　　　オリジン東秀ユニオン

３．所属上部団体　ＵＩゼンセン同盟イオングループ労働組合連合会

４．労使関係　　　労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

５．組合員数　　　671名　（2012年７月31日現在）

　　　 (注) 組合員数には、臨時雇用者のうち資格該当者（200名）を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績　

　当中間会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等により緩やかな景気回復の兆しがみられ

たものの、欧州債務危機の再燃や長期化する円高により、景気の先行きは依然不透明な状況で推移いたしました。

　このような環境の中、当社は、引き続き品質・品揃え・サービスの向上を最重視した営業の強化を図ってまいり

ました。毎月25日の「お客さま感謝デー」や毎週水曜日の「水曜市」をはじめとした販売促進の充実を実行する

とともに、商品面では、毎月１日に原材料にこだわった「イチオシ弁当」の発売や、月２回の新商品の発売、また惣

菜では、100ｇ178円の均一価格としては圧倒的に価値のある商品「スペシャルデリ」の開発を行い、お客さまを飽

きさせない選べる売場づくりに注力してまいりました。

　店舗展開においては、「オリジン弁当」18店舗を新規出店いたしました。また、イオンデリカ部門にオリジン商品

を融合させるＦＣ事業では44拠点に展開し、合計70拠点になりました。

　営業収益は、230億72百万円（前中間会計期間は219億８百万円）で前年比105.3％となりました。既存店の売上高

は、オリジン弁当事業が99.1％、中華事業が101.4％となりました。

　売上総利益面においては、惣菜の陳列量強化策により、原価率は41.4％と前年の41.0％から0.4ポイントの上昇と

なりました。また、イオンデリカ部門にオリジン商品を融合させるＦＣ事業の展開拠点拡大によるロイヤリティ収

入の増加により、営業総利益は136億69百万円（同129億60百万円）で前年比105.5％となりました。

　経費面においては、コスト削減に継続的に取り組みましたが、規模拡大による人件費の増加や新システム導入に

よる減価償却費の増加等により、販管費は128億62百万円（同123億73百万円）で前年比104.0％となりました。

　その結果、営業利益は８億７百万円（同５億86百万円）で前年比137.6％で増益となりました。また、減損損失や

改装・閉店費用を含め１億６百万円（同10億１百万円）の特別損失を計上したこと等により、中間純利益は３億

47百万円（前中間会計期間は純損失２億52百万円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、当中間会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期の

数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。

①　オリジン弁当事業

　「オリジン弁当」では、18店舗の新規出店を行うとともに、不採算店舗９店舗を閉鎖した結果、当中間会計期

間末の店舗数は539店舗となりました。

　この結果、営業収益は213億28百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は16億76百万円（前年同期比3.5％

増）となりました。

②　中華東秀事業

　「中華東秀」では、店舗数の増減はなく、当中間会計期間末の店舗数は50店舗となりました。

　この結果、営業収益は14億５百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益は39百万円（前年同期は２百万円の営

業損失）となりました。

③　ＦＣ事業

　イオンデリカ部門にオリジン商品を融合させるＦＣ事業では、44拠点に展開し、当中間会計期間末の拠点数

は70拠点となりました。

　この結果、営業収益は３億11百万円（前年同期比210.6％増）、営業利益は１億79百万円（前年同期は12百万

円の営業損失）となりました。

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億40百万円減

少し、74億42百万円となりました。

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は５億71百万円（前年同期比16.9％）となりました。前中間会計期間に比べ28億

13百万円減少した主な要因は、税引前中間純利益が10億81百万円増加したものの、前中間会計期間においては資産

除去債務会計基準の適用に伴う影響額が７億53百万円生じていたことに加え、前中間会計期間末が銀行休業日で

あったことから、仕入債務の増減額が16億８百万円、未払金の増減額が７億36百万円それぞれ減少したこと等によ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は５億35百万円（前年同期比88.3％）となりました。前中間会計期間に比べ71百

万円減少した主な要因は、有形固定資産の取得による支出が２億16百万円増加したものの、無形固定資産の取得に

よる支出が２億71百万円減少したこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は１億76百万円（前年同期比98.7％）となりました。前中間会計期間に比べ２百

万円減少した要因は、長期借入金の返済による支出が２百万円減少したことによるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

当中間会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　2012年２月１日
至　2012年７月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オリジン弁当事業 429,830 100.3

中華東秀事業 105,664 83.0

合計 535,494 96.4

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）受注状況

　当社は見込み生産を行っておりますので、受注状況については、記載すべき事項はありません。

（3）販売実績

当中間会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当中間会計期間
（自　2012年２月１日
至　2012年７月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オリジン弁当事業 21,328,570 104.5

中華東秀事業 1,405,950 102.9

ＦＣ事業 311,549 310.6

その他 26,488 69.7

合計 23,072,558 105.3

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。
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４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、当社の事業等のリスクについて、重要な変更及び新たに生じたものはありません。

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

　当中間会計期間末における資産合計は、180億89百万円であり、前事業年度末から４億７百万円増加しておりま

す。これは主に現金及び預金が１億40百万円減少したものの、ＦＣ事業の食材供給等による未収入金が３億11百万

円、新規出店や店舗改装により有形固定資産が２億41百万円、それぞれ増加したこと等によるものであります。

　当中間会計期間末における負債合計は、62億65百万円であり、前事業年度末から２億37百万円増加しております。

これは未払法人税等が３億67百万円減少したものの、買掛金及び未払金が５億41百万円増加したこと等によるも

のであります。

　当中間会計期間末における株主資本合計は、118億25百万円であり、前事業年度末から１億70百万円増加しており

ます。これは主に配当金の支払いで１億77百万円減少したものの、当期純利益が３億47百万円となったこと等によ

るものであります。

（2）経営成績の分析

　「１ 業績等の概要（1）業績」を参照願います。

（3）キャッシュ・フローの分析

　「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」を参照願います。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、増加した主要な設備の状況は次のとおりです。

事　業　所　名
(所　在　地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建　物

工具、器具
及び備品

合　計

新規出店　18店

（東京都他１府３県）　
オリジン弁当事業 店舗 231,770118,265350,035

27

(158)

改装店舗　20店

（東京都他１府３県）　
オリジン弁当事業 店舗 42,492 37,689 80,181－

改装店舗　18店

（東京都他２県）　
中華東秀事業 店舗 49,651 41,902 91,554－

　
323,914197,857521,772

27

(158)

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．従業員数の（　）は臨時従業員数であり、外書しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

（１）前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

（２）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2012年７月31日）

提出日現在発行数（株）
(2012年10月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

   普通株式 17,769,444 17,769,444 －
単元株式数

100株

計 17,769,444 17,769,444 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）
 

資本金残高
（千円）
 

資本準備金
増減額
（千円）

 資本準備金
 残高
（千円）

 2012年２月１日

～2012年７月31日　
－ 17,769,444 － 3,268,756 － 3,091,791

（６）【大株主の状況】

　 2012年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イオンリテール株式会社
千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５-

１
16,967,370 95.49

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５-１ 235,400 1.32

シージーエムエフピー－ピーシーエ

フ　エクイティ

388 GREENWICH STREET, NEW YORK,

NY 10013 U.S.A
164,400 0.93

 (常任代理人）シティバンク銀行株

式会社証券業務部

 （東京都千代田区丸の内１丁目５-

１）
　 　

リーマン　ブラザーズ　コマーシャル

コープ　アジア

26/F TWO INTERNATIONAL FINANCE

CENTRE 8 FINANCE STREET CENTRAL

HONG KONG

111,300 0.63

 (常任代理人）リーマン・ブラザー

ズ証券株式会社

（東京都港区六本木６丁目10-１　六

本木ヒルズ森タワー31階）
　 　

ゴールドマン・サックス・インター

ナショナル

133 FLEET STREET LONDON EC4A

2BB,U.K
47,800 0.27

 (常任代理人）ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社東京支店

（東京都港区六本木６丁目10-１　六

本木ヒルズ森タワー）
　 　

オリジン東秀株式会社 東京都調布市仙川町３丁目２-４ 44,024 0.25

市川　正史 東京都港区 6,800 0.04

メロン　バンク　トリーティー　クライ

アンツ　オムニバス

ONE BOSTON PLACE BOSTON,

 MA 02108
6,400 0.04

 (常任代理人）株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部
（東京都中央区月島４丁目16-13） 　 　

ステート　ストリート　バンク　アンド

　トラスト　カンパニー　５０５２２５

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A
5,600 0.03

 (常任代理人）株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部
（東京都中央区月島４丁目16-13） 　 　

計 ─── 17,589,094 98.99

（注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が24,134株、失念株式が8,976株あります。

　　　２．イオン株式会社が保有する当社の株式はイオンリテール株式会社に分割承継され、当社の親会社はイ

オンリテール株式会社となっております。なお、名義変更手続きは未完了となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2012年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     44,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,721,300 177,213 －

単元未満株式 普通株式      4,144 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 17,769,444 － －

総株主の議決権 － 177,213 －

  （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ24,100株（議決権の個数241個）及び34株が含まれております。

②【自己株式等】

 2012年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

オリジン東秀株式会社
東京都調布市仙川町

三丁目２番地４
44,000 － 44,000 0.25

計 － 44,000 － 44,000 0.25

２【株価の推移】

　当社株式は非上場・非登録でありますので、該当事項はありません。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）に

基づいて作成しております。　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2012年２月１日から2012年７月31日ま

で）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2012年１月31日)

当中間会計期間
(2012年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,783,103 2,642,382

売掛金 152,254 28,057

たな卸資産 307,645 505,915

預け金 4,800,000 4,800,000

未収入金 804,125 1,115,256

繰延税金資産 194,042 163,453

その他 410,533 469,119

貸倒引当金 △2,030 △2,633

流動資産合計 9,449,674 9,721,550

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 2,049,297

※1, ※2
 2,195,511

工具、器具及び備品（純額） ※1
 961,536

※1
 1,037,444

土地 ※2
 899,529

※2
 899,529

その他（純額） ※1
 106,306

※1
 125,681

有形固定資産合計 4,016,669 4,258,166

無形固定資産 459,792 403,178

投資その他の資産

投資有価証券 10,923 10,695

長期差入保証金 2,460,698 2,462,015

繰延税金資産 759,722 714,556

賃貸不動産（純額） ※1
 406,855

※1
 404,736

その他 147,731 146,623

貸倒引当金 △30,910 △32,404

投資その他の資産合計 3,755,020 3,706,222

固定資産合計 8,231,482 8,367,567

資産合計 17,681,157 18,089,118
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(単位：千円)

前事業年度
(2012年１月31日)

当中間会計期間
(2012年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,709,780 2,013,991

未払金 1,888,812 2,126,288

未払法人税等 729,800 361,847

賞与引当金 88,179 114,108

役員業績報酬引当金 12,350 16,300

資産除去債務 14,654 －

その他 174,127 168,033

流動負債合計 4,617,705 4,800,569

固定負債

退職給付引当金 326,641 346,061

役員退職慰労引当金 68,490 74,810

資産除去債務 1,010,990 1,039,053

その他 4,276 5,476

固定負債合計 1,410,398 1,465,401

負債合計 6,028,104 6,265,970

純資産の部

株主資本

資本金 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金 3,091,791 3,091,791

資本剰余金合計 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金 140,880 311,121

利益剰余金合計 5,393,842 5,564,083

自己株式 △99,431 △99,431

株主資本合計 11,654,958 11,825,199

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,905 △2,051

評価・換算差額等合計 △1,905 △2,051

純資産合計 11,653,053 11,823,148

負債純資産合計 17,681,157 18,089,118
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

当中間会計期間
(自　2012年２月１日
　至　2012年７月31日)

売上高 21,819,282 22,705,922

売上原価 8,948,780 9,402,611

売上総利益 12,870,501 13,303,310

その他の営業収入 89,540 366,636

営業総利益 12,960,041 13,669,947

販売費及び一般管理費 ※1
 12,373,292

※1
 12,862,403

営業利益 586,748 807,544

営業外収益 ※2
 26,838

※2
 25,873

営業外費用 ※3
 20,551

※3
 9,778

経常利益 593,035 823,639

特別利益 ※4
 63,710

※4
 20,442

特別損失 ※5, ※7
 1,001,360

※5, ※7
 106,699

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △344,614 737,382

法人税、住民税及び事業税 220,954 314,050

法人税等調整額 △313,017 75,836

法人税等合計 △92,062 389,887

中間純利益又は中間純損失（△） △252,552 347,495
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

当中間会計期間
(自　2012年２月１日
　至　2012年７月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,268,756 3,268,756

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,091,791 3,091,791

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 402,962 402,962

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 4,850,000 4,850,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金

当期首残高 39,972 140,880

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） △252,552 347,495

当中間期変動額合計 △429,806 170,240

当中間期末残高 △389,834 311,121

利益剰余金合計

当期首残高 5,292,934 5,393,842

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） △252,552 347,495

当中間期変動額合計 △429,806 170,240

当中間期末残高 4,863,128 5,564,083

自己株式

当期首残高 △99,431 △99,431

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 △99,431 △99,431
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

当中間会計期間
(自　2012年２月１日
　至　2012年７月31日)

株主資本合計

当期首残高 11,554,050 11,654,958

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） △252,552 347,495

当中間期変動額合計 △429,806 170,240

当中間期末残高 11,124,244 11,825,199

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1,744 △1,905

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△32 △146

当中間期変動額合計 △32 △146

当中間期末残高 △1,777 △2,051

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,744 △1,905

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△32 △146

当中間期変動額合計 △32 △146

当中間期末残高 △1,777 △2,051

純資産合計

当期首残高 11,552,305 11,653,053

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） △252,552 347,495

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△32 △146

当中間期変動額合計 △429,839 170,094

当中間期末残高 11,122,466 11,823,148
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

当中間会計期間
(自　2012年２月１日
　至　2012年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △344,614 737,382

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 753,615 －

減価償却費 374,022 430,946

減損損失 59,066 62,651

引当金の増減額（△は減少） 9,907 57,715

有形固定資産除売却損益（△は益） 60,211 923

受取利息及び受取配当金 △7,487 △9,452

支払利息 2 －

売上債権の増減額（△は増加） 9,502 124,197

たな卸資産の増減額（△は増加） △111,465 △198,269

仕入債務の増減額（△は減少） ※2
 1,912,629 304,211

リース資産減損勘定の取崩額 △12,840 △2,000

未払金の増減額（△は減少） ※2
 844,141 107,914

未収入金の増減額（△は増加） △22,869 △293,615

その他 90,317 △79,555

小計 3,614,139 1,243,050

利息及び配当金の受取額 7,616 9,410

法人税等の支払額 △236,566 △680,866

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,385,189 571,593

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △272,220 △488,846

有形固定資産の売却による収入 4,527 20,442

無形固定資産の取得による支出 △280,436 △8,885

長期差入保証金の回収による収入 35,227 21,713

出店による支出 △40,663 △64,520

閉店による支出 △55,183 △17,231

その他 1,734 1,590

投資活動によるキャッシュ・フロー △607,015 △535,736

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △2,400 －

配当金の支払額 △176,892 △176,898

財務活動によるキャッシュ・フロー △179,292 △176,898

現金及び現金同等物に係る換算差額 △765 320

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,598,116 △140,720

現金及び現金同等物の期首残高 6,588,623 7,583,103

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 9,186,740

※1
 7,442,382
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【重要な会計方針】

　１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（2）たな卸資産

商品及び製品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料

　同上

仕掛品

　同上

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産及び賃貸不動産

定額法

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　５～59年

工具、器具及び備品　３～15年

賃貸不動産　　　　　６～57年

（2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

（3）長期前払費用

均等償却

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末に発生

していると認められる額を計上しております。

（4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。

（5）役員業績報酬引当金

  役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額の当中間会計期間に負担すべき金額を計上して

おります。

４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によって処理しております。
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【表示方法の変更】

（中間キャッシュ・フロー計算書）

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収入金の増減額」は、前中間会計期間は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額の重要性が増したため、当中間会計期間より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前中間会計期間の中間財務諸表の組替えを行っております。

  また、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払消費税等の増減額」は、前中間会計期間は区分掲記しておりま

したが、金額の重要性が乏しくなったため、当中間会計期間においては「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前中間会計期間の中間財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間会計期間のキャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払消費

税等の増減額」及び「その他」に表示しておりました42,888千円及び24,559千円は、「未収入金の増減額」△22,869千

円、「その他」90,317千円として組替えております。

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。　

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額

  
前事業年度

（2012年１月31日）
当中間会計期間
（2012年７月31日）

有形固定資産 9,017,495千円 9,159,454千円

賃貸不動産 56,147千円 58,265千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

※２　担保提供資産

  
前事業年度

（2012年１月31日）
当中間会計期間
（2012年７月31日）

建物 278,661千円 274,970千円

土地 651,785千円 651,785千円

計 930,447千円 926,756千円

上記物件については、担保に係る債務はありません。
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（中間損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要項目

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

給料手当及び賞与 1,249,250千円 1,257,283千円

パートアルバイト給料 4,987,058千円 5,250,418千円

退職給付費用 127,954千円 120,818千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,430千円 6,320千円

賞与引当金繰入額 83,447千円 110,308千円

発送配達費 766,440千円 778,355千円

水道光熱費 796,470千円 893,332千円

賃借料 1,486,840千円 1,525,353千円

※２　営業外収益の主要項目

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

受取利息 7,315千円 9,255千円

受取家賃 13,525千円 13,240千円

※３　営業外費用の主要項目

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

貸倒引当金繰入額 8,135千円 1,494千円

現金過不足 6,613千円 4,781千円

※４　特別利益の主要項目

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

立退補償金 54,766千円 －千円

固定資産売却益 －千円 20,442千円

※５　特別損失の主要項目

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

固定資産除却損 29,334千円 21,365千円

減損損失 59,066千円 62,651千円

資産除去債務会計基準適用に

伴う影響額　
753,615千円 －千円

過年度水道光熱費　 140,007千円 －千円

　６　減価償却実施額

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

有形固定資産 293,590千円 331,079千円

無形固定資産 50,456千円 64,913千円

賃貸不動産 2,118千円 2,118千円
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※７　減損損失

前中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

当社は以下のグルーピングにて減損損失を計上しております。　

用途 種類 場所

店舗 建物等 東京都世田谷区他

　当社は減損損失を認識するにあたり、店舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

してグルーピングしております。また、本社及び工場等につきましては、全社資産としてグルーピングしておりま

す。

　グルーピングの最小単位である店舗、賃貸資産における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又はマイ

ナスとなる見込みである資産グループ及び、遊休状態にあり今後の使用目的が立っていない資産グループの帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

種類 金額（千円）

建物 47,399

工具、器具及び備品 6,283

長期前払費用 5,383

合計 59,066

　資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、１店舗当

たりの重要性が低いため、固定資産税評価額等を基に算定した金額により評価しております。また使用価値は、将

来キャッシュ・フローを5.5％で割り引いて計算しております。

当中間会計期間（自　2012年２月１日　至　2012年７月31日）

当社は以下のグルーピングにて減損損失を計上しております。　

用途 種類 場所

店舗 建物等 東京都世田谷区他

　当社は減損損失を認識するにあたり、店舗、工場、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ・フローを生み出す最小

単位としてグルーピングしております。また、本社等につきましては、全社資産としてグルーピングしておりま

す。

　グルーピングの最小単位である店舗、工場、賃貸資産における営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は

マイナスとなる見込みである資産グループ及び、遊休状態にあり今後の使用目的が立っていない資産グループの

帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

種類 金額（千円）

建物 55,309

工具、器具及び備品 1,494

長期前払費用 5,847

合計 62,651

　資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、固定資産

税評価額等を基に算定した金額により評価しております。また使用価値は、将来キャッシュ・フローを5.5％で割

り引いて計算しております。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

       前中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 44,024 － － 44,024

合計 44,024 － － 44,024

　 　 ２．配当に関する事項

　　　　（１）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2011年３月23日

取締役会
普通株式 177,254 10 2011年１月31日 2011年４月25日

　　　　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

　　　　　　　該当事項はありません。

       当中間会計期間（自　2012年２月１日　至　2012年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 44,024 － － 44,024

合計 44,024 － － 44,024

　 　 ２．配当に関する事項

　　　　（１）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2012年３月22日

取締役会
普通株式 177,254 10 2012年１月31日 2012年４月23日

　　　　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

　　　　　　　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

現金及び預金勘定 5,386,740千円 2,642,382千円

預け金（寄託運用） 3,800,000千円 4,800,000千円

現金及び現金同等物 9,186,740千円 7,442,382千円

※２　前中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローには期末日が金融機関の休業日であったため、主に以下

の未決済分が含まれております。

  
前中間会計期間

（自  2011年２月１日
至  2011年７月31日）

当中間会計期間
（自  2012年２月１日
至  2012年７月31日）

仕入債務の増減額 1,595,428千円 －千円

未払金の増減額 550,669千円 －千円

計 2,146,098千円 －千円

（リース取引関係）

１．リース取引開始日が2009年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

重要性が乏しいため注記を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

  
前事業年度

（2012年１月31日）
当中間会計期間
（2012年７月31日）

１年以内 14,160千円 14,160千円

１年超 74,081千円 67,001千円

合計 88,241千円 81,161千円

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

23/35



（金融商品関係）

前事業年度（2012年１月31日）

金融商品の時価等に関する事項

　2012年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金及び預金 2,783,103 2,783,103 －

②売掛金 152,254 152,254 －

③預け金 4,800,000 4,800,000 －

④未収入金　 804,125 804,125 －

⑤投資有価証券　 10,923 10,923 －

⑥長期差入保証金 2,460,698 2,407,613 △53,085

資産計 11,011,10510,958,020△53,085

①買掛金 1,709,780 1,709,780 －

②未払金 1,888,812 1,888,812 －

③未払法人税等 729,800 729,800 －

負債計 4,328,393 4,328,393 －

（注）金融商品の時価の算定方法

資産

①現金及び預金、②売掛金、③預け金、④未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま 

す。

⑤投資有価証券  

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥長期差入保証金

各契約期間に基づき、信用リスクを加味し、リスクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定してお

ります。

負債

①買掛金、②未払金、③未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

24/35



当中間会計期間（2012年７月31日）

金融商品の時価等に関する事項

　2012年７月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金及び預金 2,642,382 2,642,382 －

②売掛金 28,057 28,057 －

③預け金 4,800,000 4,800,000 －

④未収入金 1,115,256 1,115,256 －

⑤投資有価証券 10,695 10,695 －

⑥長期差入保証金 2,462,015 2,411,773 △50,241

資産計 11,058,40611,008,165△50,241

①買掛金 2,013,991 2,013,991 －

②未払金 2,126,288 2,126,288 －

③未払法人税等 361,847 361,847 －

負債計 4,502,127 4,502,127 －

（注）金融商品の時価の算定方法

資産

①現金及び預金、②売掛金、③預け金、④未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま 

す。

⑤投資有価証券  

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑥長期差入保証金

各契約期間に基づき、信用リスクを加味し、リスクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定してお

ります。

負債

①買掛金、②未払金、③未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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（有価証券関係）

前事業年度（2012年１月31日）

有価証券

その他有価証券

　　　　　　　　　　　　種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

（1）株式 1,132 1,003 128

（2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 1,132 1,003 128

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

（1）株式 9,791 12,897 △3,105

（2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 9,791 12,897 △3,105

合計 10,923 13,900 △2,976

　（注）　当事業年度においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、当事業

年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落した場

合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。　
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当中間会計期間（2012年７月31日）

有価証券

その他有価証券

　　　　　　　　　　　　種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

（1）株式 1,483 1,179 304

（2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 1,483 1,179 304

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

（1）株式 9,212 12,721 △3,509

（2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 9,212 12,721 △3,509

合計 10,695 13,900 △3,205

　（注）　当中間会計期間においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、当

中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下

落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。

(資産除去債務関係）

前事業年度（2012年１月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

当事業年度における当該資産の除去債務の総額の増減

期首残高 992,227千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 39,845千円

時の経過による調整額 7,235千円

資産除去債務の履行による減少額 △13,663千円

期末残高 1,025,644千円

当中間会計期間（2012年７月31日）

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,025,644千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 26,803千円

時の経過による調整額 3,110千円

資産除去債務の履行による減少額 △16,505千円

中間会計期間末残高 1,039,053千円

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性がないため記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会及び経営

会議が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、本社に商品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う商品・サービスについて包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、経済的特徴

及び、商品・サービス等の要素が概ね類似する複数の事業セグメントを集約し、「オリジン弁当事業」、「中華

東秀事業」及び「ＦＣ事業」の３つを報告セグメントとしております。

「オリジン弁当事業」は、直営の路面店と、親会社であるイオンリテール株式会社及びグループ会社が運営

するショッピングセンター内に出店しているコンセッショナリー契約店舗の２形態にて、弁当・惣菜のテイク

アウト店を運営しております。「中華東秀事業」は、中華料理の飲食店を運営しております。「ＦＣ事業」は、

親会社であるイオンリテール株式会社への販売ノウハウの提供を行っております。

事業区分の方法については、従来、「オリジン弁当事業」に属していた「ＦＣ事業」が、独立したひとつの事

業として成長しつつあり、さらなる拡大を目指すべく、業務執行体制の強化を目的に、平成24年２月１日付で組

織改編を実施したこと、また、今後量的な重要性が増すと見込まれることから、当中間会計期間より、報告セグ

メントとして記載する方法に変更しております。

なお、前中間会計期間のセグメント情報は、当中間会計期間において用いたセグメント区分に基づき作成し

ております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

  （単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間財務諸
表計上額
（注）３

オリジン
弁当

中華東秀 ＦＣ 計

営業収益         
外部顧客への営業
収益

20,404,0161,366,507100,29121,870,81538,00621,908,822－ 21,908,822

セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

－ － － － － － － －

計 20,404,0161,366,507100,29121,870,81538,00621,908,822－ 21,908,822

セグメント利益 1,620,294△2,357△12,3261,605,61025,4181,631,028△1,044,279586,748

セグメント資産 6,394,515876,42320,3567,291,2944,9217,296,21611,922,10219,218,319

その他の項目         
減価償却費 336,61529,298 0 365,914 0 365,9148,108 374,022

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、店舗設備関連事業等を

含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△1,044,279千円は、主に事業セグメントに配分していない管理部門の

一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額11,922,102千円は、主に事業セグメントに配分していない本社の資産で

あります。

（3）減価償却費の調整額8,108千円は、主に事業セグメントに配分していない管理部門の減価償却費

であります。

３．セグメント利益は、中間財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当中間会計期間（自　2012年２月１日　至　2012年７月31日）

  （単位：千円）

 
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間財務諸
表計上額
（注）３

オリジン
弁当

中華東秀 ＦＣ 計

営業収益         
外部顧客への営業
収益

21,328,5701,405,950311,54923,046,07026,48823,072,558－ 23,072,558

セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

－ － － － － － － －

計 21,328,5701,405,950311,54923,046,07026,48823,072,558－ 23,072,558

セグメント利益 1,676,88339,087179,9841,895,95521,1111,917,067△1,109,522807,544

セグメント資産 6,806,021869,803358,9718,034,7963,0028,037,79910,051,31918,089,118

その他の項目         
減価償却費 358,21633,004 0 391,222 0 391,22239,724430,946

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、店舗設備関連事業等を

含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△1,109,522千円は、主に事業セグメントに配分していない管理部門の

一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額10,051,319千円は、主に事業セグメントに配分していない本社の資産で

あります。

（3）減価償却費の調整額39,724千円は、主に事業セグメントに配分していない管理部門の減価償却費

であります。

３．セグメント利益は、中間財務諸表の営業利益と調整を行っております。　
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【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報 

（1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

Ⅱ　当中間会計期間（自　2012年２月１日　至　2012年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報 

（1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

 （単位：千円）
　 オリジン弁当 中華東秀 ＦＣ その他 全社・消去 合計

減損損失 57,277 1,788 － － － 59,066

Ⅱ　当中間会計期間（自　2012年２月１日　至　2012年７月31日）

 （単位：千円）
　 オリジン弁当 中華東秀 ＦＣ その他 全社・消去 合計

減損損失 62,326 325 － － － 62,651

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前中間会計期間

（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

当中間会計期間
（自　2012年２月１日
至　2012年７月31日）

１株当たり中間純利益金額又は中間純損失金額（△） △14.24円 19.60円

（算定上の基礎） 　 　

中間純利益金額又は中間純損失金額（△）（千円） △252,552 347,495

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額又は中間純損失

金額（△）（千円）
△252,552 347,495

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,725 17,725

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
前事業年度

（2012年１月31日）
当中間会計期間
（2012年７月31日）

１株当たり純資産額 657.42円 667.01円

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第46期）（自　2011年２月１日　至　2012年１月31日）　2012年４月23日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

   2012年10月12日

オリジン東秀株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯島　誠一　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　　努　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリジン東秀株式会社の2012年２月１日から2013年２月28日までの第47期事業年度の中間会計期間（2012年２月１

日から2012年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損

なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及

び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オリジン東秀株式会社の2012年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（2012年２月１日

から2012年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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